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研究要旨： 
 保健医療福祉活動の総合的なマネジメントの具体的な方策を明確化することを目的とし

て実施した。 

 保健医療福祉活動等に関するインタビュー調査等、保健医療調整本部等に関するアンケ

ート調査、風水害被災自治体等のアンケート調査、新型コロナウイルス感染症対応におけ

る保健医療調整に関する情報収集、産学民官の連携に関する調査、指揮・統制・調整・コ

ミュニケーション(C4)に関する海外の情報収集、分野横断的な情報共有・連携の課題の検

討、避難所・在宅者等の情報把握・支援の検討、自治体職員の過重労働・メンタルヘルス

対策の検討を行った。そして、各分担研究のこれまでの成果を集大成して、小冊子「保健

医療福祉調整本部等におけるマネジメントの進め方 2022（暫定版）」を作成した。 

 その結果、総論として、まず災害時の組織対応の原則（CSCA）に沿って、指揮・調整（保

健医療福祉調整本部の設置、本部の構成員、本部長、リーダーシップ、本部事務局、本部

会議、本部室）、安全の確保（活動者や被災者の二次災害等の防止、職員等の過重労働・

メンタルヘルス対策）、情報交換・共有、評価が、また災害対応全体の流れとして、目的・

戦略・目標・戦術、情報収集・状況認識・意思決定・実施、そして保健医療福祉活動チー

ムの派遣調整、平常時の備え（計画・マニュアル、人材育成、物資）、事後レビューなど

が、マネジメントを進める上で重要である。また、各論として、避難所及び在宅避難者の

支援、医療活動、福祉活動・福祉との連携、NPO／ボランティアなどとの連携、民間企業な

どとの連携などが重要である。 
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Ａ．研究目的 

 日本は数々の大災害に見舞われており、そ

の都度、災害対応の強化が図られてきた。2011
年に発生した東日本大震災では、ＤＭＡＴが

いち早く出動して医療活動に従事した。一方

で、分野横断的な連携が不十分であり、災害

の全体像の把握に時間がかかるとともに、

種々の支援者等のマネジメントが十分に行わ

れなかった。また、避難所の衛生環境の悪化

等も課題となった。それらのことから、公衆

衛生版ＤＭＡＴの必要性が叫ばれ、2018 年 3
月に厚生労働省健康課長通知「災害時健康危

機管理支援チーム活動要領について」が発出

され、災害時健康危機管理支援チーム

（Disaster Health Emergency Assistance Team, 
DHEAT）が発足した。またこれまでの時代の

変化として、日本の高齢者人口割合が増加し、

高齢者を始めとした災害時要配慮者への支援

の重要性がますます高くなってきている。

2016 年 4 月に発生した熊本地震では、再び公

衆衛生マネジメントの重要性がクローズアッ

プされた。そして、2017 年 7 月 5 日に、厚生

労働省 5 課局部長通知「大規模災害時の保健

医療活動に係る体制の整備について」が発出

された。そこでは、各都道府県において、保

健医療活動チームの派遣調整、保健医療活動

に関する情報の連携、整理及び分析等の保健

医療活動の総合調整を行う保健医療調整本部

を設置することなどが示されている。しかし

ながら、具体的にどのように整備を行うのが

良いのかについて検討すべき点が多数ある。

さらに、2019 年 8～10 月に、一連の風水害に

見舞われ、特に台風第 19 号では 1 都 13 県 390
市区町村という広範囲の地域が被災した。

2020 年度、2021 年度も風水害や土砂災害、地

震、火山噴火等の自然災害が発生した。 
 一方で、2019 年末から始まった新型コロナ

ウイルス感染症（COVID-19）の流行は一種の

災害であるとも言われる。また、感染症が流

行している中での自然災害への対応も重要な

検討課題である。さらに、職員の過重労働、

メンタルヘルス対策等も課題となり、職員の

安全衛生対策を講じながら対応していく必要
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がある。新型コロナウイルス感染症への対策

本部も設置されており、そのマネジメント等

について、自然災害と共通する点は多い。 
 こうした重大な災害や感染症パンデミック

等における保健医療福祉分野の対応について、

中長期的視野での自治体の保健医療福祉調整

本部の標準化に関する示唆を得ることが重要

である。そこで、この研究は、これらの検討

課題を解決するための保健医療福祉活動の総

合的なマネジメントの具体的な方策を明確化

することを目的として実施した。 
 
Ｂ．研究方法 

１．小冊子「保健医療福祉調整本部等におけ

るマネジメントの進め方」の作成 

 各分担研究の 3 年間の成果を集大成して、

研究班会議、ワーキング会議及びメールによ

る意見交換等により、保健医療福祉調整本部

等におけるマネジメントの進め方についての

とりまとめを行った。 

 主として、都道府県庁の保健医療福祉部局

に設置される保健医療福祉調整本部について

検討を行ったが、保健所等に設置される、い

わゆる地域保健医療調整本部においても共通

のことが多く、それも含めて検討した。なお、

災害時の対応に軸足をおきつつ、新型コロナ

ウイルス感染症対策本部など、新型コロナウ

イルス感染症対応の経験に基づく共通点も参

考にして、とりまとめを行った。 

 これまでに災害対応に関する種々のマニュ

アルが作成されてきた。ただし、分量が多い

と、特に災害発生時に通読することが困難で

ある。また、詳細な記載は、災害の状況によ

って、また地域の特性によって、時に適用で

きない場合もある。そのため、主として、戦

略・戦術レベルの、災害対応の大枠や基本的

な考え方を比較的コンパクトにまとめること

とした。 

 

２．保健医療福祉活動等に関するインタビュ

ー調査等 

 主として、熊本地震（2016 年）以降に災害

の対応をした都道府県庁、保健所、中核市、

中核市保健所に対してインタビュー調査を行

った。調査した災害は、熊本地震（2016 年）、

平成 28 年台風第 7 号（2016 年）、大阪府北

部地震（2018 年）、西日本豪雨（2018 年）、

北海道胆振東部地震（2018 年）、令和元年房

総半島台風（台風 15 号、2019 年）、令和元

年東日本台風（台風 19 号、2019 年）、令和 2

年 7 月豪雨（2020 年）、令和元年 8 月の前線

に伴う大雨（2019 年）、熱海市伊豆山土石流

災害（2021 年）、令和 3 年 8 月の大雨(2021

年)等である。内容は、保健医療調整本部の設

置と体制・運営、実際の対応（機能）、情報

収集・計画策定、ロジスティクス、財務・総

務等を含む。また、関係者のフォーカスグル

ープディスカッションを実施し、その役割と

成功点・課題点の抽出を行った。さらに、各

行政機関等の検証報告書や学術論文から課題

を抽出し、本研究から明らかになった実態と

照らして、要因や改善策について検討した。 

 

３．保健医療調整本部等に関するアンケート

調査 

 大規模災害時の保健医療活動に係る体制整

備としての保健医療調整本部の設置等の現状

把握のために、全国 47 都道府県及び 20 政令

指定都市に対し、2019 年 10 月～2020 年 2 月

に、電子メールによる保健医療調整本部等に

関する調査を実施した。また、その結果と、

関係者のフォーカスグループディスカッショ

ン及び研究班内の検討により、保健医療調整

本部のあり方等に関する論点整理を行った。 

 

４．風水害被災自治体等のアンケート調査 

 2019（令和元）年の一連の風水害被災地と

して災害救助法が適用となった 15 都府県、

410 市区町村（保健所設置市区と一般市町村）、

および当地域を管轄とする 91 県型保健所の

全てを対象に、2020 年 2 月～3 月にアンケー

ト調査を行った。内容は、保健医療福祉活動
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のマネジメント体制を中心にした災害対応状

況である。また、事前準備、警戒期、災害発

生後などにおいて、時間的に前のフェーズの

状況や活動と、後のフェーズの状況や活動の

クロス集計を行い、統計的検定によって関係

性を確認することで、後のフェーズの状況や

活動に影響を及ぼすと考えられる状態や活動

を抽出した。また、防災気象情報、被害状況

報告などの災害に関する資料分析結果を用い

て、災害の状況との関係についても同様に分

析した。 

 

５．新型コロナウイルス感染症対応における

保健医療調整に関する情報収集 

 感染症流行への対応を行う上で、また自然

災害時の対応の参考とするために、新型コロ

ナウイルス感染症対応における保健医療調整

等に関して 10 余りの自治体の情報収集を行

った。 

 

６．産学民官の連携に関する調査 

 災害時の多様なニーズに対応する多様な主

体の連携･協働に基づく支援体制、要援護者に

対応する福祉専門職の応援派遣体制の経緯と

概況を包括的に把握するため、事例・事業に

関する聴取の他、二次資料の解析、質問紙調

査結果の再分析を行った。 

 災害ケースマネジメントを全国に先駆けて

導入した鳥取県およびこの制度を実際に運営

する鳥取県の財団法人への聴取調査を行った。

また、支援活動記録を利用した二次資料分析

を中心に、地理情報システム（GIS：Geographic 

Information System）を使っての地理空間分

析、復興支援過程の分析を行った。 

大阪府北部地震における茨木市の災害脆弱

性と建物被害、支援需要の発生と対応状況に

関する地理空間分析として、どんな建物被害

が・どこで発生していたのか、どのような支

援需要がいつ・どの地域で・どのくらい発生

していたのか、そして、こうした被害と支援

需要の発生に影響を与えると考えられる地域

社会の人口構造（高齢化率・単身世帯率・持

ち家率等）を災害脆弱性変数として、関係機

関から被害や支援需要に関する記録等を収集

し、それらの関係を GIS により分析した。 

令和 2 年 7 月豪雨災害における熊本県人吉

市・八代市坂本町の被災者生活実態調査とし

て、「災害ケースマネジメント」の考え方に

基づく世帯別の生活課題の把握とそれらの積

み上げによって支援の総量を算出するための

調査票（アセスメントシート）を作成し、主

に在宅避難者を対象として、調査対象者本人

によるタブレット等の端末からの入力、必要

に応じて調査員による入力の支援、調査員に

よる質問紙を使っての調査と電子的な入力な

どの方法で調査を実施した。 

 平成30年7月豪雨被災者への災害発生当時

のアセスメント調査結果と､その結果に基づ

く 3 年間の支援活動記録を突合したデータセ

ットを構築し分析した。 

 被災者支援を目的とする「専門士業連絡会」

を通じて、連絡会に所属する士業団体・職能

団体に WEB 入力による質問紙調査を依頼して

実施した。 

 

７．指揮・統制・調整・コミュニケーション

(C4)に関する海外の情報収集 

 大規模災害時の対策本部（Emergency 

Operations Center,EOC）の主要機能とされる

指揮（command）、統制（control）、調整

(coordination)、コミュニケーション

（communication）のあり方について、初年度

は主に米国の近年の動向について文献レビュ

ーおよび担当者のインタビューを通じて調査

を行なった。2 年目は、世界保健機関（WHO）

をはじめとする国際機関及び各国政府等の公

的機関の資料、学術文献、ウェブサイト等の

レビュー、ウェビナー、オンライン会議等を

通じて、主に、保健医療体制及び調整機能、

保健医療資源（保健医療従事者および個人用

防護具（PPE））の確保について情報収集を行

った。調査対象は、わが国と社会背景、医療
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水準が近い欧米諸国、韓国とした。3 年目は、

大規模災害時の EOC の主要機能とされる指

揮・調整機能等について、新型コロナウイル

ス感染症(COVID-19)の対応も引き続き注視し

つつ、欧米諸国の現状について文献・資料等

をもとに調査を行った。 

 

８．分野横断的な情報共有・連携の課題 

 初年度は、市町村内及び保健所管内・２次

医療圏等における保健医療福祉活動の連携の

あり方を明らかにするため、先進的に災害対

応の取り組みをしている地域（徳島県、静岡

県牧之原市、大阪市、奈良県中和保健所）の

取り組み、および、2018 年西日本豪雨で被災

した岡山県、倉敷市から聞き取りを行い、災

害における関係機関連携の成功ポイント及び

課題を抽出した。 

 令和２（2020）年度は、災害時健康危機管

理支援チーム（DHEAT）養成研修（特別編）に

おいて、受講者にグループワーク形式でディ

スカッションしてもらい、災害時の保健部局

と NPO、ボランティアとの連携状況について

意見聴取し、課題を抽出した。また、災害時

支援ボランティア・NPO 等と行政保健部局と

の連携についての好事例を 3 事例選定し、収

集した資料を中心に連携のポイントについて

まとめた。 

 令和３（2021）年度は、災害時健康危機管

理支援チーム（DHEAT）養成研修（基礎編）に

おいて、DMAT、DPAT、JVOAD、DHEAT といった

関係機関からのビデオメッセージ（15～20

分）を参加者に視聴してもらい、支援チーム

の特徴や活動内容の理解が深まったか分析し

た。都道府県における災害福祉支援ネットワ

ークおよび NPO/ボランティア団体について、

事例をもとに保健部局との連携のポイントに

ついて分析した。 

 
９．避難所・在宅者等の情報把握・支援の検

討 

 避難所の情報把握・支援の検討として、保

健師等の保健医療福祉活動チームが、避難所

運営担当者等との連携のもと災害直後から早

期かつ迅速に必要な情報を把握しアセスメン

トすることができるよう、避難所日報の様式

等の検討を行った。平成 29 年７月５日付け厚

生労働省大臣官房厚生科学課長等発出「大規

模災害時の保健医療活動に係る体制の整備に

ついて」に添付されている、また平成 28 年４

月全国保健師長会で改正された「大規模災害

時の保健師の活動マニュアル」避難所日報を

もとに検討した。検討する上では、①日報を

使う者は保健師をはじめとする保健医療活動

を担う職員（事務職を含む）であること、②

災害直後からフェーズの経過とともに中長期

的に使い継続性があること、③迅速に避難所

全体像の把握ができるものであること等の観

点から行った。 

 在宅者等の情報把握・支援の検討として、

災害時避難行動要支援者（在宅人工呼吸器装

着者を含む）の避難支援について、各自治体

における平時の準備体制や発災時の実際の対

応とその課題等について、４自治体に聞き取

り調査を行った。その結果をもとに、現状と

課題を検討した。なお、「避難行動要支援者」

とは、災害時要配慮者のうち、災害が発生し

又は災害が発生するおそれがある場合に自ら

避難することが困難な者であって、その円滑

かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を

要するもの（災害対策基本法第 49 条）である。 

 
10．自治体職員の過重労働・メンタルヘルス

対策 

 新型コロナウイルス感染症に対応する職員

のメンタルヘルスの現状とその対応策につい

て、研究分担班メンバーの自治体の現状を把

握し整理するとともに、自然災害との違いに

ついても整理した。また、新型コロナウイル

ス感染症等対応における自治体職員のメンタ

ルヘルス対策・過重労働対策について、積極

的な取り組みを行っている自治体の関係者等

を招聘して、オンラインによる意見交換会を
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実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

 人を対象とする生命科学・医学系研究に関

する倫理指針が適用される調査等については、

倫理審査を受けるともに、指針に則ってイン

フォームド・コンセントを受ける手続等を行

った。関係者へのインタビュー調査等におい

ては、研究の趣旨を説明し了承が得られた場

合に実施した。 

 
Ｃ．研究結果及び考察 

１．小冊子「保健医療福祉調整本部等におけ

るマネジメントの進め方」の作成 

 保健医療福祉調整本部等におけるマネジメ

ントの進め方 2022（暫定版）を作成した。総

論として、まず災害時の組織対応の原則

（CSCA）に沿って、指揮・調整（保健医療福

祉調整本部の設置、本部の構成員、本部長、

リーダーシップ、本部事務局、本部会議、本

部室）、安全の確保（活動者や被災者の二次

災害等の防止、職員等の過重労働・メンタル

ヘルス対策）、情報交換・共有、評価につい

て、また災害対応全体の流れとして、目的・

戦略・目標・戦術、情報収集・状況認識・意

思決定・実施、そして保健医療福祉活動チー

ムの派遣調整、平常時の備え（計画・マニュ

アル、人材育成、物資）、事後レビューにつ

いてマネジメントの要点をまとめた。また、

各論として、避難所及び在宅避難者の支援、

医療活動、福祉活動・福祉との連携、NPO／ボ

ランティアなどとの連携、民間企業などとの

連携についてまとめた。 

 

２．保健医療福祉活動等に関するインタビュ

ー調査等 

 インタビュー調査等の結果、警戒期におけ

る要配慮者等の避難、被災医療機関等の状況

把握と指揮、医療ニーズの変化に伴う体制移

行、保健医療調整本部と福祉部門との連携、

都道府県、保健所、市町村の連携、県型保健

所と市型保健所との連携がポイントとして抽

出され、それぞれ成功点と課題点があげられ

た。 

 時系列的には、急性期から活動を開始でき

る DMAT が災害発生直後から行政を支援し医

療中心の調整本部が設置されていて、被害状

況の変化等に伴い保健や福祉を含む調整本部

に移行していた。また調整本部では班体制が

組まれており、行政組織の業務を生かして平

常時から関係がある組織・団体等とともに対

応していた。調整本部会議では、他の本部等

へのリエゾン派遣等により収集した様々な情

報を共有し、活動方針・目標・計画を決定し

て、本部長が関係のある班に連携・調整・連

絡等の対応を指示していた。内容により権限

移譲を行うこともあった。ロジスティクスは

発災から暫くは DMAT が担当し、保健所は県等

に依頼していた。財務・総務は県等が担当し

労務管理は各場所で行われていた。また、他

県の災害支援や過去の災害対応経験、平常時

からの研修が役立っており、研修や訓練、経

験の有効性と災害対応の記録による災害経験

の伝承が必要と考える。これらのことから、

保健医療調整本部の名称はそれぞれ違うが、

Incident Command System（ICS）の機能に類

似した役割をもって状況に応じた活動をして

いたと推察される。地域の特性を踏まえ ICS

の視点をもった保健医療調整本部の構築が必

要と考える。 

 保健医療調整本部のあり方等に関する論点

整理を行った結果、以下の 12 項目の論点が整

理された。(1) 保健医療調整本部に求められ

る機能、(2) 政令指定都市による保健医療調

整本部の設置、(3) 保健医療調整本部の設置

場所、(4) 保健医療調整本部の構成員、(5) 保

健医療調整本部の本部長、(6) 保健医療調整

本部における連絡窓口の設置、(7) 保健医療

調整本部の運営、(8) 保健医療調整本部機能

の強化、(9) 保健所における保健医療活動の

調整、(10) 保健医療活動チームの派遣調整、

(11) 保健医療活動に関する情報の連携、(12) 

- 6 -



 

保健医療活動に係る情報の整理及び分析であ

る。 

 文献調査も含めて検討した結果、福祉施設

の被災状況や支援ニーズ等の把握は、これま

での災害においてＥＭＩＳのように関係者に

一斉に情報共有する仕組みが整備されておら

ず、情報伝達経路も明確でない場合が多いこ

とから、適切な組織に情報が集約されず、対

応が遅れると考えられる。ただし情報システ

ムは電気や通信等が不通になると使用できな

いことを想定し、代替の情報収集手段を講じ

る必要がある。保健医療調整本部とライフラ

イン企業等の民間企業との連携は重要である

が、防災部局を介して連携調整が行われる場

合が多く、迅速性に欠くことが懸念される。

防災部局や支援企業の連絡員が常駐する部屋

と保健医療調整本部の執務スペースは同室で

あることが望ましいが、別室にならざるを得

ない場合には、定例の会議の外にも相互にコ

ミュニケーションをとる手段を講じるべきで

ある。活動チームの派遣調整や支援にかかる

費用負担等については、都道府県、保健所、

市町村間で共通認識を持つことが重要である。

特に災害救助法適用の有無等によって事務の

所掌や権限移譲、費用負担が変わるため、想

定されるケースを事前に整理し、関係者間で

共有しておくことや、その判断を迅速に行う

ための情報収集・分析を早期から行うことが

有効であると考えられる。 

 

３．保健医療調整本部等に関するアンケート

調査 

 保健医療調整本部等に関する調査の有効回

収数（有効回収率）は、都道府県 45(95.7％)、

政令市 18(90.0％)であった。その結果、都道

府県 8 割、政令市 6 割が、大規模災害発生時

の保健医療調整本部の設置を計画等に明記し

ており、設置に関するマニュアルを作成して

いたのは各 3 割であった。また、都道府県 8

割、政令市 5 割で災害医療コーディネーター

が活動するようになっていたが、リエゾンの

活動は 1 割で、他自治体の災害対策本部会議

への出席は 2 割以下だった。福祉分野との情

報共有・調整は、都道府県 5 割、政令市 1 割

であった。 

 

４．風水害被災自治体等のアンケート調査 

 2019 年の一連の風水害に関するアンケー

ト調査の有効回答数（回答率）は、都道府県

8/15（53.3%）、県型保健所 53/91（58.2%）、

保健所設置市 13/25（52.0%）、一般市町村

128/385（33.2%）の合計 202/516 (39.1%)で

あった。保健医療調整本部またはそれに代わ

る組織が設置されたのは、都道府県が 6（75%）、

県型保健所が 15（28.3%）、保健所設置市が 2

（15.4%）、一般市町村が 15（11.7%）であっ

た。保健医療調整本部が対象とした活動（複

数回答）は、都道府県では医療施設の支援、

医療・救護、一般避難所の支援が多く、県型

保健所では、医療・救護、要配慮者の支援、

感染症対策、一般避難所の支援、医療施設の

支援、福祉施設の支援が多かった。さらに詳

細な分析の結果、状況把握、指揮・調整、調

整活動評価に影響を及ぼす状況や活動等が明

らかとなった。 

 

５．新型コロナウイルス感染症対応における

保健医療調整に関する情報収集 

 調査を行った各自治体では、新型コロナウ

イルス対策本部及びその下部組織や保健医療

調整に関する組織が設置され、本部会議等が

行われていた。多くの自治体では、大会議室

等を活用して臨時の調整本部室（オペレーシ

ョンルーム）が設置されているが、平時の執

務室を調整本部としている自治体もある。情

報の共有にはメール、掲示、庁内 LAN、会議

等が活用されている。対策本部等の設置や、

CSCA（指揮・統制、安全、情報伝達、評価）

の重要性は自然災害も新型コロナウイルス感

染症も共通である。Web 会議も活用されてお

り、今後の自然災害でも有効と考えられる。

また、人員確保のために、他部局や他自治体
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からの応援、民間の人材派遣の活用、業務の

民間委託が積極的に進められており、今後の

自然災害においても重要であると考えられる。 

 

６．産学民官の連携に関する調査 

 大阪府北部地震における茨木市調査の結果、

「半壊」建物は、旧耐震基準では 86 棟

（90.5%）に対し、新耐震基準では 8 棟（8.5%）

と明確な差がみられた。被災者からの支援依

頼内容について、発災から週単位で対応内容

別の件数を集計した結果、発災直後から３週

間は、降雨による屋根からの雨漏を防ぐため

「ブルーシ ート」の対応が集中しているほか

「屋内片付等支援」の割合が高くなっている。 

令和2年7月豪雨における人吉市･八代市坂

本町における被災者生活実態調査の結果、人

吉市においては、浸水高や地域が同じであっ

ても、世帯構成や自営の店舗の被災など生活

状況によって、再建の見通しに差が出ている。

八代市坂本町の調査結果では、病院や商店な

どの生活インフラが集中していた地区や道路

が被災したため、直接被災していない世帯も、

買い物や通院・通学などに困っていて、移動

支援が必要と考えられた。被災者生活実態調

査を行うことで、地域全体の状況や必要とな

る支援の総量を予測することで、より速やか

な生活再建支援の開始につなげられる可能性

がある。なお、人吉市の調査において、避難

しなかった理由として、新型コロナの感染リ

スクを理由にしたケースは 2 件のみであり、

自宅にいる方が安全だと思った、移動できな

かったなどの回答が多かった。 

鳥取県中部地震における生活復興事業の検

証調査の結果、震災復興活動支援センターに

よる訪問などにより 140 世帯が生活復興支援

事業対象として確認された。その中の多くは、

情報提供や関係機関の紹介で自立再建可能で

あったが、より密度の濃い支援が必要な事例

もみられた。鳥取県における災害ケースマネ

ジメントから、住宅の簡易修繕の補助に加え

て暮らし（安心と健康）を含む居住支援の重

要性、物理的・経済的な依存度が高い地域と、

精神的な支援の必要性が高い地域などの地域

特性・住民層に合わせた支援の必要性が明ら

かとなった。 

 平成30年7月豪雨被災者への災害発生当時

のアセスメント調査結果と､その後の支援活

動記録の分析では、被災当初のアセスメント

調査で日常生活･住まいの再建支援世帯と評

価された世帯の生活再建が遅れており､過去

の評価が概ね妥当だったことが確認された｡

専門士業団体への調査の結果、技術系･法律系

の団体は、福祉系の団体より他の分野との連

携が少なかった。 

 

７．指揮・統制・調整・コミュニケーション

(C4)に関する海外の情報収集 

 米国等の調査の結果、大規模災害時の対策

本部（Emergency Operations Center,EOC）の

調整・支援機能を重視した Incident Support 

Model に代表される対策本部の構造モデル、

EOC の業務遂行に必要な能力等をまとめたス

キルセットの開発、州を越えたリージョン単

位での準備・対応体制の構築が行われていた。 

 COVID-19 対応について、米国では、医療提

供体制確保の本部として、Medical 

Operations Coordination Cells (MOCCs)が提

案され、地方、州、連邦レベルにおいて設置

が進められ、患者の移動、スタッフの配置、

物資の要請について分析・対応が行われてい

る。また、患者の急増に対応するため、代替

的な患者収容スペースの設置や、資源の状況

に応じて提供する医療水準を引き下げる「緊

急時の標準医療」にシフトした診療が実施さ

れた地域もみられた。英国（イングランド）

では、緊急事態マネジメントについて、一般

的に、Gold（戦略レベル）、Silver（戦術レ

ベル）、Bronze（実務レベル）の 3 層構造で

実施されている。韓国では、2015 年の中東呼

吸器症候群（MERS）感染拡大の抑制に失敗し

た要因として、効果的な協力体制を構築でき

なかったこと、コミュニケーション不足、重
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要な情報公開の秘匿など、政府の対応が不十

分で効果がなかったことなどが挙げられてお

り、その反省を踏まえた危機管理体制の構築

が図られていた。地方には、地方災害・安全

対策本部を設置し、緊急時に中央災害・安全

対策本部から物資や人員の支援が提供される

仕組みが構築された。保健医療従事者の確保

について、米国では、連邦緊急事態管理庁

（FEMA）による全国調整で、市民部隊（Citizen 

Corps）と呼ばれるボランティアが全国規模で

編成されている。その中には、コミュニティ

緊急対応チーム（Community Emergency 

Response Team, CERT）、医療予備部隊（Medical 

Reserve Corps, MRC）が含まれ、災害対応の

訓練が行われている。MRC のボランティアに

は、医療及び公衆衛生の専門家に加えて、医

療のバックグランドを持たない市民も含まれ

ており、自然災害から感染症に至るまで様々

な緊急事態に対応する。 

 COVID-19 のパンデミック対応のその後の

調査により、バーチャル EOC の活用など新た

な技術の導入も進んでいることが明らかにな

った。一方で、地域のリスクやリソースの評

価により本部機能を確立し、標準作業手順書

（SOP）として一連の手順を明確にするという

基本的なプロセスを確実に実施していくこと

が重要であると考えられた。 

 

８．分野横断的な情報共有・連携の課題 

 災害時の分野横断的なマネジメント体制を

構築するために、市町村、保健所、民間、国

等の連携体制整備による災害対応能力の強化

が重要である。そのために、平時から顔の見

える関係を作っておくことが最も重要であり、

保健所長をはじめ保健所が関係機関に働きか

けることが効果的であった。通常業務では関

わりの少ない福祉部局、防災部局および民間

事業者等に対しても、保健所が主になって、

災害対策の会議や訓練に参加するよう働きか

け、関係を深めることが必要である。また、

災害時に使用する情報収集の様式を関係機関

で統一しておくことや、関係者間での情報共

有方法の確認、災害時の各機関の役割の理解

など、平時から災害対応準備をすることが、

災害対応力の向上につながる。このような取

り組みにより、災害時要支援者に対する保

健・医療・福祉の一体的な支援の体制を構築

することができる。 

 災害時支援ボランティア・NPO 等と行政（市

町村、保健所等）との連携好事例についての

検討結果は以下の通りである。ぐんま DWAT

（災害派遣福祉チーム）については、厚生労

働省「災害時の福祉支援体制の整備に向けた

ガイドライン」に基づき、社会福祉協議会が

事務局を担い、民間の福祉事業者によって組

織されている。災害時には、被災自治体の要

請に基づき、厚生労働省を通じて支援調整が

行われる。避難所情報の整理、配慮スペース

の設置、何でも相談など、介護福祉や生活環

境の整備の分野で活動している。熊本地震に

おける NPO と専門職との連携事例については、

JVOAD（全国災害ボランティア支援団体ネット

ワーク）と地元中間支援 NPO（NPO 法人くまも

と災害ボランティア団体ネットワーク、

KVOAD）が協働し「火の国会議」が開催された。

①炊き出し・食事、②避難所の生活環境、③

がれき撤去や家屋の清掃、④物資配布・輸送、

⑤医療・レスキュー、⑥障がい者・高齢者な

どの要配慮者支援、⑦子どもや子育て世代へ

の支援、⑧外国人等のマイノリティ支援、⑨

ボランティア派遣・ボランティアセンター支

援、⑩団体間のコーディネート、⑪資金助成、

⑫調査・アセスメントの 12 分野で活動が行わ

れた。 

 災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）養

成研修基礎編において、令和 2 年度から 2 年

間にわたり、NPO・ボランティアとの連携につ

いて取り上げたこともあり、保健部局の行政

職員から福祉との連携が重要であるというこ

とが聞かれるようになってきた。 

 今後、具体的に平時・災害時に連携できる

ようになることが重要である。連携のポイン
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トとして、以下のことが抽出された。①災害

時の住民支援は多岐にわたり保健部局だけで

は対応できない。災害派遣福祉チーム（DWAT）

や災害 NPO・ボランティアは専門的に被災者

の生活支援にかかわった経験があり、連携す

ることが有用である。②災害時に効率よく

DWAT や災害 NPO と連携するためには、社会福

祉協議会や災害中間支援組織の役割が重要で、

平時から連携の仕組みを構築すること、保健

部局もかかわることが重要である。③災害時

に DWAT や災害 NPO、中間支援組織と効率的に

連携するには、平時から地元の関係団体との

連携が不可欠である。福祉部局や社会福祉協

議会と協力して、地元ボランティア団体との

関係づくりをしておくとよい。 

 
９．避難所・在宅者等の情報把握・支援の検

討 

 災害直後から被災者の二次健康被害の最小

化に向け、早期から必要なサービス等を提供

することが求められる。特に避難所において

は、集団による避難生活による健康レベルの

低下リスクが高くなるため、保健師等の保健

医療福祉活動チームが、避難所運営担当者等

との連携のもと、早期かつ迅速に必要な情報

を把握しアセスメントを行う必要がある。そ

のため、必要な情報については的確に早期に

把握できるよう避難所日報として様式を統一

化するとともに、保健医療福祉活動チームの

他、避難所支援に携わる者も活用できるよう

記載要領を作成した。作成した避難所日報及

びその記載要領については、「災害時の保健

活動推進マニュアル」の一部として全国保健

師長会ホームページ

（http://www.nacphn.jp/02/saigai/）に掲載

されている。 

 在宅者等の災害時避難行動要支援者の避難

支援等について、4 つの自治体に聞き取り調

査を行い、平時の準備、避難勧告時の対応、

発災時の動き、課題等について把握し、以下

のように整理することができた。人員体制の

強化としては、発災直後からの安否確認や健

康ニーズの把握は、平時から避難行動要支援

者台帳の提供がある自治会長や民生・児童委

員など地域関係者をはじめ、地域包括支援セ

ンターや介護居宅支援事業所（ケアマネジャ

ー等の職員）等が担当する対象者に対して行

っている。関係機関間の情報の共有化につい

ては、避難行動要支援者の安否確認や避難支

援、健康ニーズの把握等は、様々な分野の関

係機関や自治会長、民生委員、自主防災組織

等が高齢者や障害者、医療ケアを必要とする

者など、それぞれ担当する対象者に対し行っ

ているが、その際に必要な支援につなぐため

の確認事項等の情報は明確になっていないよ

うである。早期に健康ニーズ等情報収集・共

有化するための支援拠点づくりと情報を提供

する方法の検討については、在宅等避難者の

安否確認や避難所への誘導について、自治会

長や民生委員、自主防災組織等が行政区等の

まとまった単位内で行われている現状もあり、

各地区での支援拠点を設置し、情報収集、情

報共有を行い、迅速な支援につなげる必要が

ある。人工呼吸器装着者等の在宅医療ケアが

必要な者への具体的対応の明確化については、

災害時最も早期に迅速に対応が必要な者は、

命の危険性がある要医療者であるため、その

避難行動要支援者としての対象者のリスト化、

関係機関での共有、個別支援計画の作成と地

域住民も含めた共有化が望まれる。 

 
10．自治体職員の過重労働・メンタルヘルス

対策 

 大規模災害時における職員の健康管理は各

地で行われてきた。一方で、新型コロナウイ

ルス感染症対応業務が長期化する中、職員の

心身の不調が多く発生している現状があり、

過重労働・メンタルヘルス対策が重要な課題

となっている。その対策として「業務マネジ

メント」と「メンタルヘルスケア」の２つの

柱に整理し、両輪で進めることが重要である。

各職場では所属長等をリーダーとし組織とし
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ての具体的な取組を進めていくことが必要で

ある。新型コロナウイルス感染症対応の収束

が見えない中、今後も職場において各地の取

組事例を参考にし、創意工夫しながら対応業

務を進めていけるよう、取組の発信、共有化

をしていくことも必要である。 

 

Ｄ．結論 

 保健医療福祉調整本部等におけるマネジメ

ントの進め方の総論として、まず災害時の組

織対応の原則（CSCA）に沿って、指揮・調整

（保健医療福祉調整本部の設置、本部の構成

員、本部長、リーダーシップ、本部事務局、

本部会議、本部室）、安全の確保（活動者や

被災者の二次災害等の防止、職員等の過重労

働・メンタルヘルス対策）、情報交換・共有、

評価が、また災害対応全体の流れとして、目

的・戦略・目標・戦術、情報収集・状況認識・

意思決定・実施、そして保健医療福祉活動チ

ームの派遣調整、平常時の備え（計画・マニ

ュアル、人材育成、物資）、事後レビューな

どが重要である。また、各論として、避難所

及び在宅避難者の支援、医療活動、福祉活動・

福祉との連携、NPO／ボランティアなどとの連

携、民間企業等との連携等が重要である。 
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16) 菅磨志保・白鳥幸太・内田加代子・坪井

塑太郎ほか．『災害ケースマネジメント』

に基づく被災者支援の可能性と課題―2016 
年鳥取県中部地震における 4 年間の実践

事例の分析より．第 7 回震災問題研究交流

会（社会学系 4 学会連合、遠隔大会）、2021
年 3 月 19 日． 

17) 冨尾淳. 地域社会における災害対策・危

機管理に関する公衆衛生学的研究（奨励賞

受賞講演）．第 79 回日本公衆衛生学会総会、

京都（オンライン開催），202 年 10 月 20-22
日． 

18) 冨尾淳. 新型コロナウイルス感染症に対

する公衆衛生対応：日本の取り組みと課題. 
COVID-19 日韓学術ウェビナー 日韓のコ

ロナ対応、その違いと協力の可能性－非対

面社会の生・老・病・死を中心に. 2021 年

3 月（オンライン） 
19) 尾島俊之．新型コロナウイルス感染症へ

の公衆衛生対応の俯瞰．第 67 回東海公衆衛

生学会学術大会，長久手市，2021 年 7 月 3
日．（東海公衆衛生雑誌．9(1):26,2021.） 

20) 尾島俊之、高杉友、原岡智子、池田真幸、

池田和功、冨尾淳．保健医療調整本部等に

おけるマネジメント．第 27 回日本災害医学

会総会・学術集会，広島市，2022 年 3 月 3
日． 

21) 菅磨志保．コロナ禍における市民活動の

展開．2021 年度関東都市学会秋季大会，

Zoom，2021 年 12 月 5 日． 
22) 静間健人、中村満寿央、田村太郎、菅磨

志保、大塚理加、尾島俊之．被災世帯の生

活再建支援需要評価に基づく『災害ケース

マネジメント』の可能性と課題：2018 年西

日本豪雨・広島県坂町における 3 年間の生

活再建過程の分析から．第 8 回震災問題研

究交流会（社会学系 4 学会連合），遠隔大

会，2022 年 3 月 19 日． 
23) 冨尾淳．オールハザード・アプローチに

基づく災害医療に向けて−海外の事例をふ

まえた考察．第 27 回日本災害医学会総会・

学術集会．広島市，2022 年 3 月 3 日．

（Japanese Journal of Disaster Medicine 
2022;26 suppl.: 185.） 

24) 相馬幸恵、尾島俊之、奥田博子、佐々木

亮平．避難所支援従事者による情報把握と

効果的支援のための避難所日報の検討．第

80 回日本公衆衛生学会総会，東京，2021
年 12 月 21-23 日． 

25) 佐々木亮平、相馬幸恵、尾島俊之、奥田

博子．大規模災害時における在宅等避難者

（災害時要配慮者）の情報把握・支援方法

の検討．第 80 回日本公衆衛生学会総会，東

京，2021 年 12 月 21-23 日． 
 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
特になし 

２．実用新案登録 
特になし 

- 13 -



 

３．その他 
特になし
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